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阪急阪神不動産株式会社 

 

 

 

阪急阪神不動産株式会社は、当社が運営する大阪梅田地区および阪急阪神沿線のオフィスビルや商業施設等に 

おいて、再生可能エネルギー由来の電力(以下、再エネ電力)を導入することにしましたので、お知らせします。 
 

既に、大阪梅田ツインタワーズ・ノース/サウスの両ビルでは再エネ電力を導入※1していますが、対象物件を順次

拡大し、2025 年度には大阪梅田地区および阪急阪神沿線で運営するオフィスビル・商業施設等※2 における    

電力使用量※3の約9割を再エネ電力に置き換える予定で進めております。 

具体的には、施設の共用部だけでなく、テナント専用部も含めた建物全体の電力を対象としており※4、削減され

る年間のＣＯ２排出量は、2025年度時点で約 12万 9千トンに上る見込です(一般家庭の年間排出量の約 4万 7千  

世帯分に相当します)。なお、今回導入する再エネ電力は「トラッキング付非化石証書※5」の活用により実質的に  

再エネ化された電力を予定しています。 
 

阪急阪神ホールディングスグループでは、2020年5月に発表したサステナビリティ宣言のもと、その重要テーマ

の一つとして「環境保全の推進」に注力していますが、当社においては、今回の再生可能エネルギーの活用を      

はじめ、これからも様々な施策を通じてカーボンニュートラルを目指してまいります。 
 

■2023年度までに再エネ電力を導入する物件 

・大阪梅田ツインタワーズ・ノース/サウスは、2022年度に再エネ電力を導入済※１ 

・他の6棟は2023年4月に導入済 

 

 

 

大阪梅田ツインタワーズ・ノース 

 
阪急阪神不動産が運営するオフィスビルや商業施設において 

再生可能エネルギー由来の電力を導入します 

 

大阪梅田ツインタワーズ・サウス ハービスENT ハービスOSAKA 

アプローズタワー 阪急グランドビル 新大阪阪急ビル 神戸三宮阪急ビル 



※1  2022年4月より共用部とオフィス専用部の双方に導入。 

※2 建替・再開発予定の物件、使用電力が極めて小さい物件、当社(及び阪急電鉄株式会社、阪神電気鉄道株式会社)がエネルギー管理権原を有しない    

物件など、一部の物件を除く。 

※3  ガスコージェネレーションシステムによる自家発電分を除く。 

※4   ただし、テナント専用部の一部を除く場合がある。 

※5  非化石電源（再生可能エネルギー等）由来の電気が有する「環境価値」が証書化され、加えて発電所の所在地等の属性情報（トラッキング情報）  

が付与されたもの。再エネ指定の証書を電力に付加することにより、実質的に再エネ由来の電力となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上  

 

 

 

 

 

 

 

阪急阪神ホールディングスグループは、持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。 


